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タイ労働市場と人材育成問題点 
Human Resource Development Problem in the Thai Labor Market

小泉　京美
KOIZUMI Kyomi

< 概要 >
本稿はタイの労働市場を調査し、現地日本企業のタイ人と日本人の人材育成について論ず

るための調査ノートである。タイにおける 1 人あたりのＧＤＰは 6,000 ドル程度に成長して
きたが、成長率は低迷し、「中所得国の罠」に陥るリスクが懸念されている。2015 年まで過
去 40 年間日本は最大の投資国であり、タイは日本企業の最も重要な海外展開拠点であるが
さらなる発展を目指すためには、研究開発の要因となる人材育成が急務とされている。日本
とタイで人材育成を強化するための必要な施策を考えるにあたり、現在のタイの労働市場の
日本企業の雇用に対する問題点を探る。

Abstract
This paper is a survey note of the labor market of Thailand that discusses the human 

resources development of Thai and Japanese staff members of local Japanese companies. 
While Thailand’s GDP has grown to about US$ 6,000 per capita, the growth rate has become 
sluggish, and there are concerns that Thailand faces the risk of falling into a “middle income 
country trap”. Japan is the largest investor in Thailand, and Thailand is the most important 
overseas expansion base for Japanese companies. However, to encourage further growth and 
expansion, there is a pressing need for human resources development, which is a key factor 
in research and development. While thinking about the measures and policies required for 
strengthening human resources development in Japan and Thailand, the paper touches upon 
the problems with the current hiring practices of Japanese companies with respect to the 
labor market of Thailand.
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Ⅰ　問題意識・背景
タイは、2008 年のリーマンショック、タイの大洪水（2011 年）、軍部のクーデター（2014 年）

など政治・経済の混乱はあったが、日本の ASEAN への投資はタイを筆頭に増加傾向にあり、
2011 年～ 2016 年の 5 年間で盤谷日本商工会議所の会員数は約 400 社増加（会員数 1707
社）、上海（2,400 社）に続き世界第 2 位の規模となった。日本人会 1）においても海外で最大
規模の会員数となり、世界の中でもタイは在留海外邦人が多い国である。外務省のデーター
によると 2016 年現在、日本人長期滞在者は 40.249 人 そのうち約 74％がバンコク近郊に
集中している 2）。日本はタイの貿易国として密接な関係であり（表１）、この状況は今後も続
くと考えられる。タイ日主要輸出上位品目は、自動車部品、鶏肉、コンピューター部品、天
然ゴム、水産加工品と続き、自動車産業、電機産業メーカーなどメーカーが圧倒的なシェアー
を誇る産業が存在している。1954 年以降の開放政策の推進と日本企業を中心とした海外直
接投資拡大の結果、タイ経済のＧＤＰは 2015 年に約 6,000 ドルまでになり、中国、マレー
シアなどと同様の高位中所得に位置づけられている（図表 1）。一方、一人当たりのＧＤＰの
伸び悩みから「中所得国の罠 3）」に陥るリスクも懸念されている。その背景には、経済発展に
ともなう賃金の高騰で、安価な労働力の近隣諸国の追い上げによるタイの労働集約型産業の
優位性が失われつつあること、日本と同様、高齢化社会問題などがあげられる。タイ政府は
抱える問題を解決するため長期計画で製品開発・ロボット、デジタル、医療等、労働集約型
産業から資本集約型・知識集約型の新しい産業分野へ転換しようとしている。具体的な政策
提案として、外国企業に人材育成ハブに向けた協力を求め、エンジニア、サービス・ＩＴに
関する人材育成を強化しようとしている。そのような中で、日本企業がタイでどのような雇
用形態で人材育成をしていくかが一つの課題となる。タイのケースは、今後、新興国が発展
段階で抱える問題の一つであり、モデルケースとなりうる可能性があると示唆する。

1） 日本人会とは、世界（日本国外）に長期在住する日本人の交流会である。

2） 長期滞在者の内訳は、（1）民間企業関係者及びその家族 32,257 人（2）留学生・研究者及びその
家族 1,699 人（3）自由業関係者及びその家族 1,286 人（4）報道関係者及びその家族（5）政府関係
者及びその家族 963 人（6）その他 3,996 人、永住者 765 人となっている。（在タイ日本大使館 HP 調べ）

3） 「中所得国の罠」とは、一人あたりのＧＤＰが中低度に達した後、発展パターンや戦略を転換できず、
成長率が低下し、先進国に移行できずに中所得に留まることという。

輸出　単位 100 万ドル
2013 年 2014 年 構成比

中国 27,233 25,084 11.0%
日本 22,235 21,821 9.6%
米国 22,953 23,892 11%

ASEAN6 59,309 59,426 10.5%
EU28 22,430 23,374 10.3%

出所　2016年1月26日　タイ商務省

輸入　単位 100 万ドル
2013 年 2014 年 構成比

中国 37,727 38,498 16%
日本 41,083 35,711 15.7%
米国 14,629 14,580 6.4%

ASEAN6 41,798 41,030 18%
EU28 22,015 19,473 8.5%

出所　2016年1月26日　タイ商務省

表 1　タイの輸出入
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図表 1　一人当たりのＧＤＰ（ＵＳドル）の推移（2000 年～ 2016 年）（単位ＵＳドル） 

出所　IMF - World Economic Outlook Databases2016 年 10 月データーより作成

図表 2　65 歳以上人口の割合の推移（1950 年〜 2050 年）

出所　内閣府「2030 年のアジア」平成 22 年 11 月 19 日

Ⅱ　外国投資に対する環境整備
外国企業が進出する場合、労働許可条件として 2011 年 9 月より外国人 1 名につき、タ

イ人従業員 4 名を雇うことが義務づけられた。地場産業保護のため、1999 年外国人事業法
（Foreign Business Act）に基づき規制されているビジネスがあるが（農林水産業・鉱業・サー
ビス業全般・小売り・卸売業・建設業・不動産業）、2000 年 3 月に施行された新外国人事業
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法により外資に開放された業種が追加され、中小企業の進出の後押しとなった。特に、投資
委員会（ＢＯＩ）4）が奨励するに値する業種、規模、雇用促進、技術移転能力、外貨獲得能力
などを満たす新規事業に対しては、査証や関税が緩和されるなどの恩恵を受けることができ
る。さらに交通インフラや工業団地の整備など、政府は外資が入り易い環境を整えている。

Ⅲ　タイ経済の構造変化と労働市場の関係
タイ経済の構造変化は、農業から工業へと変化した。この変化を 1954 年から 2001 年ま

でと 2002 年から 2016 年の 2 期に分け、タイの経済構造変化の歴史を述べる。2 期に分け
た理由は、第 1 期が① 1954 年に民間主導の工業化促進のために、産業投資奨励法が制定さ
れ工業化が進み始めた年であること②首相府直轄の国家経済計画が 1961 年に導入されこと、
③ 97 年のアジア通貨危機が第 8 次計画（96 年～ 01 年）の時期であり、タイの経済の急成
長を遂げた１回目のサイクルであったこと、第 2 期はＩＴバブル崩壊後の第 9 次計画以降か
ら現在までとした。タイの経済成長にともない、雇用創出による失業率が低下した一方で、
雇用流動化と労働力不足の問題が起こっている。

Ⅲ－１　タイの経済構造変化の歴史
1954 年～ 2001 年まで

第 1 期は大きく３つに分かれることができる。60 年代「輸入代替工業化時代」、70 年代「輸
出指向型工業化時代」、80 年代以降 97 年のアジア通貨危機まで「外資導入による輸出指向
型工業の拡大時期」と言われている（成清 2001、上原 2008）。タイは 50 年代までコメの生産・
輸出を中心とした農業国で、工業化が始まったのは 60 年代からである。70 年代は輸出産業
に必要な輸入材への関税軽減、輸出業者への定利融資が導入され、結果、ゴム等の伝統的製
品を含む農産物加工品、繊維製品等の労働集約型産業が高成長した。80 年代から 90 年代は、
85 年のプラザ合意による円高の影響をうけ外国資本や技術志向型産業に工業化は促進され、
繊維、金属製品、電機、エレクトロニクス関連産業等が工業化の牽引役となった。86 年から
96 年にかけて、政府の第 6 次、第 7 次計画で高成長戦略から経済安定に重点がおかれ、エ
ネルギー部門の民営化、チェンマイをはじめ地方への開発分散など、人的資源育成と生活の
質の改善などに重きがおかれた。85 年から 95 年にかけて年間輸出額は、1,920 億バーツ（約
5,400 億円）から１兆 3,900 億バーツ（約 3 兆 9,000 億円）と 10 年間で 7.2 倍となった（成
清 2001）。97 年にアジア通貨危機の影響を受け、タイの年平均経済成長率は 3.5％から０％
となり、その後、政府は国際競争力維持のため、技術革新、知識集約型産業、地方分散を目
標とする政策を打ちたてるようになった。

4） BOI ＝ Board of Investment （投資委員会）の略所で、内外から投資を促進するために、個々の奨励
事業に対して、税制、非税制面のインセンティブを付与する機関。
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2002 年～ 2016 年現在
2001 年 IT バブル崩壊、リーマンショック（2008 年）、大洪水（2011 年）、軍事クーデ

ター（2014 年）が起こったが、ビジネス活動への影響は一時的なものに留まり、これらの
要因で経済活動を落ち込ませることはなかった。1960 年代に築いてきた工業化政策により、
半導体やＨＤＤなどエレクトロニクス産業と自動車産業の誘致に力を入れた結果、輸出産業
に特化した商品のトップは、2004 年以降ＨＤＤが世界最大輸出国となった。2012 年をピー
クにＨＤＤは減少傾向にあるが、それに代わり自動車の輸出額が 2015 年過去最高となった。
タイの自動車産業は、日系企業を中心として産業が形成され発展してきた特徴がある。1960
年代初期に輸入代替産業として日系メーカーが相次いで進出し、2015 年には生産台数世界
12 位となり、「東洋のデトロイト」と評さるほどの一大自動車拠点となっている。

盤谷日本人商工会議所の会員数の業種別によると、従来は製造業が非製造業より多かった
が、2012 年以降は、非製造業が上回っている。近年の日系企業数の急増は、非製造業の進
出増加に伴うものであり、要因は 2 つあると考えられる。①日系製造業がタイに集積するの
に伴い、製造業をサポートする物流やコンサルティング等サービス業の進出や日本人による
タイ国内消費市場を狙った外食産業、学習塾、消費者金融などの進出が増加したことによる

（堀江 2016）。②ＢＯＩの奨励対象業種が、コールセンターなどサービス産業にも拡大し奨
励対象になったことが考えられる。経済発達にともない農業から軽工業、重工業と移転して
いく中、タイ経済構造の特徴は、軽工業と重工業が混在して同時に発達していることである。
さらに日系企業進出は、タイ国に商業やサービス産業の第 3 次産業を活性化に影響を及ぼし
ている。産業構造の変化に伴い、外国企業に対する雇用の法整備などが労働市場に影響を与
えていると考えられる。

Ⅲ－２　失業率の低いタイの労働市場
本研究の対象としている ASEAN 主要 4 か国の失業率の推移をみるとタイの特筆すべき点

は、失業率が１％台と低く（2016 年 7 月）、ASEAN 諸国の近隣の新興国と比較してもほと
んど例がない（図表 3）。失業率の低さの理由は、タイは農業が主流産業のため都市部で失業
した場合、地方に戻り農業に従事するケースが多く、農民が農閑期に工場労働者として出稼
ぎに来るケースも多い。このようにタイには農業部門が雇用を吸収するメカニズムがあり、
失業者を発生しにくくしていると一般的に考えられているが、他の ASEAN 諸国もタイ同様
の現象が当てはまることから、その見方が正しいとは考えられない。真の原因は、タイの少
子高齢化による労働力不足と就業場所の需要と供給のバランスではないかと考えられている

（熊谷 2012）。タイの少子高齢化は、ASEAN 諸国の中でも進んでおり、労働力不足は近隣諸
国からの移住外国人労働者で補われている。2010 年の人口調査によると、タイ在住外国人は、
2000 年の 72 万人（人口 1.2％）から 2010 年には 232 万人（同 4.1％）に増加した。中で
もミャンマー人の増加は全体の 68％で、工業地区だけでなくゴム園などの農村部でも重要な
労働力となっている。
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一方、国内失業率は１％と低いが、年齢別に見ると新卒者が含まれる 15 歳～ 24 歳は 5.4％
と高く、25 歳以上は 0.5％である。最終学歴別にみると大卒者が 19 万 3000 人と一番多かっ
た5）。これは、タイの就職形態が日本と異なり、学生は一旦就職をしてから自分にあった職業
をさらに捜すため、ミスマッチが起こりやすく 24 歳までの失業率が高くなると考えられ
る6）。雇用の流動化が激しいと言うイメージがタイにあるのは、働く場所が多いという失業を
吸収するメカニズムがあり、賃金や保障の充実している企業に移動していく傾向があること
が一つの原因と言える。優秀なマネジメント層の確保が難しいのも、働く場所の豊富さが 1
つの要因と考えられる。

Ⅲ－３　外国人出稼ぎ労働者の増加にともなう現象
近年、外国人出稼ぎ労働者の増加にともない、タイのローカル企業は地元出身の労働者を

さけて、出稼ぎ外国人労働者を採用するケースが多くなっているという（日経産業 2018）。
理由は、地元出身者はネットワークがあるため、賃金や福利厚生に関する情報のやりとりが
容易に行われ定着率が低い。一方、出稼ぎ外国人労働者は、帰省ための長期休暇を与える必
要や帰省からもどらないというリスクはあるものの、地元出身者より定着率が良いため、出
稼ぎ外国人労働者を雇用するケースが増えている。タイのある工場では工場長がタイ人、他
の労働者は全て外国人という光景があった。しかし、今後、ミャンマーなど近隣諸国で投資

5） 中卒 7 万 7000 人、高卒 5 万 5000 人、小卒 3 万 8000 人、無学歴 2 万 5000 人。

6） バンコク大学の教員のインタビュー調査による。

図表 3　ASEAN 主要各国の失業率の推移

出所　IMF.World Economic Outlook Database April 2016
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環境が整い外資企業の進出が増加し自国での雇用機会が整備されれば、ミャンマー人労働者
が帰国する可能性もあり、タイ労働市場は、労働者の確保がますます難しく労働賃金が上が
ることが考えられる。このような背景から政府は、産業構造を労働集約型産業から資本集約
型・知識集約型へと変更する取り組み施策を打ちたて、ロボットの開発などにも力を入れ始
めている。

Ⅳ　産業構造基盤による人材育成強化の必要性
独立行政法人経済産業研究所のタイ国財務省及び工業省による投資促進策の短中期と長期

計画によるとタイが今後 ASEAN の製造ハブの中心になるには、研究開発拠点の強化が必要
と言われ、ロボット、デジタル、医療等新たなサービス産業が追加されている。特に、今後
の高齢化社会による労働力不足などを見据えた国内人材育成、特に、エンジニア、サービス
分野、ＩＴロボット開発分野は急務とされている。

Ⅳ－１ 克服すべき課題
タイが研究開発拠点になるためには、自動車、電機産業分野において次の事が課題となった。
①　製品開発に必要な試験・評価制度、設備の不整備
②　次世代カー（ＨＶ／ＥＶ）への対応の遅れ
③　タイにおいて開発業務を行う産業技術者の質・量とも人材不足
④　労働集約部分を担う周辺国のレベルが不十分
さらに外資がタイでビジネスを行う上で大きな障害は、政府・政策の不安定性、汚職、イ

ノベーション力の欠如、優秀な労働力不足があげられている。
政府は、タイが研究開発拠点になるには、開発業務に関する産業技術者の人材不足を指摘

し、専門家育成のため 2013 年から職業教育訓練制度を取り入れている。

Ⅳ－２ タイの職業教育訓練について
タイ政府は、欧州が重視している職業教育訓練 (VET : vocational education and training)

の制度を取り入れ、二重職業教育訓練（DVET：double vocational education and training) を
行っている。DEVT とは、職業訓練生が生徒の間にトップ企業での実習機会を提供し、実地

ターゲット 5 種
短中期 長期

次世代自動車 ロボット
スマート・エレクトロニクス 航空・ロジスティック

医療・健康ツアリズム バイオ燃料・バイオ化学
農業・バイオテクノロジー デジタル

未来の食品 医療ハブ
出典　タイ財務省資料に基づき筆者作成

表 2　タイ財務省・工業省による投資促進政策によるターゲット産業
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訓練（ＯＪＴ）を通してハイレベルな技術知識・スキルを習得した若い人材を育成するため
2013 年に考案された大学と政府レベルの取り組みで、職業訓練校で理論的知識を養い、企
業で実習機会を与えるシステムである。このモデルは、学生は 1 年間学校で学び、参加企業
で 2 年間給料をもらいながら実地研修を受ける。タイ教育省職業教育委員会事務局（OVEC：
Office of the Vocational Education Commission）の調査では、DVET に加入した教育訓練生
の 数 は、2014 年 度 43,375 人、2015 年 61,245 人、2016 年 89,663 人、DVET 参 加 企 業
は、2014 年 7,026 社、2015 年 8,098 社、2016 年 10,527 社と年々増加している7）。しか
し、Bangkok Post 紙によると DVET に従事する参加者は合計 190,000 人で、この数字はタ
イの職業訓練校に入学する学生のわずか 9.6％であり、OVEC の目標とする 30 ～ 50％とは
ほど遠い数値とのことである。普及しない原因として、キングモンクット工業大学トンブリ
校 Santi Charenpornpattana 氏は、「DVET モデルを採用しているドイツは、全体の 70％に
あたる 1,400 万人以上の学生と 450,000 社の企業が同プログラムに加わっているのに対し、
タイが低いのは DVET に対する消極的態度が要因ではないか」と述べている。また、DVET
に対する親の先入観が関与し、企業の DVET への参加を奨励する税金優遇も民間セクターに
誘致するほど十分ではないと考えられている。

Ⅴ　まとめ
タイをはじめとする新興国が世界各国の下請けから脱皮し、労働集約型産業から資本集約

型・知識集約型の産業へ持続的経済成長をめざし、長期計画で製品開発、ロボット、デジタル、
医療等新しい産業分野への転換を試みているが、自国の開発に対する人材不足という問題が
あり、外国企業に対しタイの人材育成ハブに向けた協力を求めている 8）。具体的な政策提案と
して、日本に対しては以下の 5 点がタイ政府から協力要求されている。

①　タイの大学工学教育向上のための日本へのタイ人受け入れ研修サポート
②　高能力を持ったタイ人がタイに戻って継続的に働く仕組みを創設
③　エンジニアの社会的なステータスの改善
④　タイと日本、双方の留学生を増加促進
⑤　タイ国内自動車産業競争力強化のための CLMV(Cambodia・Laos・Myanmar・Vietnam）

の労働者の短期トレーニングビザ創設。
さらに、現政権下では、政府が奨励する産業に従事する外国人専門家に対して、居住ビザ

の付与や、国際レベルの専門家に対しては個人所得税の免除などの優遇処置もある。
タイは日本企業の重要な海外展開拠点であるが、さらなる発展を目指すためには、研究開

発の要因となる人材育成が急務とされている。人材育成という点から考えると、今まで日本
が行っていた短期的な駐在型で、現地の人材育成が可能であるかは疑問である。過去、日本

7） Bangkok Post（2016 年 12 月 24 日）

8） Bangkok Post（2016 年 12 月 24 日）
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で外国人専門家が長期的に日本の産業界に貢献したように、日本もタイをはじめ新興国に対
し、長期的視点で人材育成をするシステムを考える必要があるのではないか。現地を知る人
材を企業が持つことはグローバル化が進む中で、企業側、相手国双方に必要であり、日本企
業は、タイを拠点に活躍する長期的な人材の派遣も考えていく必要性があるのではないかと
考察し、今後の課題としたい。
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